
団体コード

団体名 決 算 額 構成比 構成比 構成比 充当一般財源等 経常経費充当

千円 ％ ％ ％ 千円 一財等　千円

10,913,360 千円 14,173,814 54.8 87.3 18.6 4,235,335 4,204,518 27.3  (28.3)

10,557,310 千円 134,228 0.5 0.9 10.9 2,411,592 2,404,567 15.6  (16.2)

15,148,525 千円 95,380 0.4 0.6 27.2 1,994,544 1,992,162 12.9  (13.4)

856,053 千円 42,503 0.2 0.3 7.5 1,905,007 1,793,767 11.7  (12.1)

1.008 9,460 0.0 0.1 7.5 1,904,908 1,793,668 11.7  (12.1)

 (0.967) 772,048 3.0 5.1 0.0 99 99 0.0  (0.0)

3.2 ％ 0 0.0 0.0 53.3 8,134,886 7,990,447 51.9  (53.8)

98.0 ％ 0 0.0 0.0 13.0 2,508,477 2,187,461 14.2  (14.7)

6.7 ％ 67,183 0.3 0.5 0.6 132,226 132,226 0.9  (0.9)

6.6 ％ 140,843 0.6 0.9 10.3 2,113,796 1,820,622 11.8  (12.3)

10.8 ％ 477,258 1.9 2.4 1.0 225,937

95.3 ％ 普 通 356,050 1.4 2.4 0.1 0 0 0.0  (0.0)

99.3 ％ 特 別 121,208 0.5 15.1 3,665,355 2,540,149 16.5  (17.1)

15,046,698 千円 11,750 0.0 0.1 0.0 0

4．べき財源 　　　 Ｄ 9,388,547 千円 0 0.0 0.0 6.6 392,594 経常経費充当一財等計

千円 15,924,467 61.7 98.2 0.2 41,696 千円

164,768 0.6 0.0 6.6 392,594

3,595,578 千円 398,359 1.5 1.2 補 助 1.2 35,051 歳入一般財源等総額

 (1,274,746) 166,485 0.6 0.0 単 独 4.5 323,950 千円

15,626,986 千円 3,294,506 12.7 そ の 他 0.9 33,593

126.9 ％ 3,752,113 14.5 0.0 0

451,200 千円 202,847 0.8 0.6 0.0 0

162,340 千円 24,084 0.1 100.0 17,173,271

― 千円 199,387 0.8

391,135 1.5

－　（12.77） ％ 445,519 1.7 0.0

－　（17.77） ％ 896,400 3.5

実質赤字比率 諸 収 入 1,833

連結実質赤字比率 地 方 債

25,363,735

収益事業収入 繰 入 金  (98.8)

健全化判断比率　　　※（ ）書きは早期健全化基準 繰 越 金

307,375 106,151
積立基金取崩額 寄 附 金 合 計

減収補填債（特例分）及び臨時
財政対策債を経常一般財源等か
ら除いた経常収支比率

9．積立金取崩額　　Ｉ 0 100,000 土地開発基金現在高 財 産 収 入 84,792 失業対策事業費 0

10.実質単年度収支　Ｊ
   （Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）

230,593

8．繰上償還額　　　Ｈ 111,240 0 実質債務残高比率　（Ｂ＋Ｃ）／Ａ 都 支 出 金 災害復旧事業費 0

7．積立金　　　　　Ｇ 70,940 152,586 実質的将来財政負担額　Ｂ＋Ｃ－Ｄ 国 庫 支 出 金

53,565 （うち財政調整基金） 手 数 料 0 1,137,333 17,669,606

1,678,783

6．単年度収支　　　Ｆ
ア－イ 積立金現在高　　 Ｄ 使 用 料 171,235 310,857

125,195

14,595,131 う ち 人 件 費 41,696 14,670,905

481,230 356,035 分担金・負担金 0

内

訳

普通建設事業費

5．実質収支　　　  Ｅ
　　　　　（Ｃ－Ｄ）

ア イ 債務負担行為翌年度
以降支出予定額　 Ｃ

4,175,866
小 計

前年度繰上充用金 0

債務負担行為限度額 国有提供施設交付金 0 投 資 的 経 費 1,678,783

現債高倍率    Ｂ/Ａ 繰 出 金 3,825,554

4．翌年度へ繰り越す
15,105 35,100

地方債現在高　　 Ｂ 交通安全対策特別交付金 11,750

積 立 金 250,580

3．歳入歳出差引額  Ｃ
　　　　　（Ａ－Ｂ）

496,335 391,135
経常収支比率 356,050 投資・出資・貸付金 25,000

2．歳出総額　　　　Ｂ 25,363,735 25,425,881 公債費負担比率 地 方 交 付 税 356,050

維 持 補 修 費 136,643

1．歳入総額　　　　Ａ 25,860,070 25,817,016 起債制限比率 地方特例交付金等 140,843 補 助 費 等 2,612,869

決算収支の状況（千円） 平成23年度 平成22年度 公債費比率 自動車取得税交付金 67,183

小 計 13,527,194

24.3.31　　　14,609人 経常一般財源比率 特別地方消費税交付金 0 物 件 費 3,307,112

（参考）    　　65歳以上人口
面積 8.15k㎡

実質収支比率 ゴルフ場利用税交付金 0

元 利 償 還 金 1,904,908

地方消費税交付金 772,048 一時借入金利子 99

6,906,494

対前年増減率　　　△0.1％ 臨時財政対策債発行可能額 配 当 割 交 付 金 42,503 公 債 費 1,905,007
住
民
基
本
台
帳

24.3.31　　　72,909人 標準財政規模 　　Ａ 利 子 割 交 付 金 95,380 扶 助 費

 財政力指数（単年度）
株式等譲渡所得割交付金 9,460

増減率（22／17）年　　　3.9％ 基準財政収入額 地 方 譲 与 税 134,228 う ち 職 員 給 2,752,587

％

国
調

22年　　　　  75,510人

過疎　広域行政圏
山村　首都
離島　近郊整備
不交付 既成市街地

〈ごみ･し尿処理〉

  東京たま広域資源
　循環組合

  多摩川衛生組合

〈その他〉

  東京都市町村総合
　事務組合

  立川･昭島･国立
  聖苑組合

　東京都後期高齢者
　医療広域連合

基準財政需要額 地 方 税 12,965,686 人 件 費 4,715,693

経常一般財源等
区 分

決 算 額 経常収支比率

人　　     　口 指定団体等の状況 事務の共同処理の状況 指　　　数　　　等 千円 千円

平成23年度
決算状況

132152 市町村類型 Ⅱ-3 歳 入 性 質 別 歳 出

国立市 23年度交付税種地区分 Ⅱ-9
区 分

％ ,

3.9（ 25.0） ％ 0.0

15.7（350.0） ％  (540,000) 2.1

　（24.4.１現在）

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比
千円 ％ ％ 千円 ％

394 23.7.1 807,500 個人分 6,480,878 45.7 △ 1.6 382,547 1.5

17 23.7.1 733,500 法人分 644,626 4.6 8.4 2,349,066 9.3

23.7.1 682,500 5,378,918 38.0 0.0 11,480,825 45.3

32,325 0.2 3.4 2,034,313 8.0

議 長 8.12.1 575,000 428,939 3.0 16.3 258,930 1.0

394 副 議 長 8.12.1 515,000 0 0.0 41,329 0.2

議 員 8.12.1 490,000 0 0.0 210,967 0.8

0 0.0 2,895,547 11.4

職員数 12,430 世帯 1,208,128 8.5 0.0 1,074,792 4.2

人 20,363 人 入 湯 税 0 0.0 2,730,412 10.8

1,103,199 9 864 人 事 業 所 税 0 0.0 0 0.0

701,720 14 4.2 ％ 都市計画税 1,208,128 8.5 0.0 1,905,007 7.5

0 1 116,662 円 0 0.0 0 0.0

152,412 2 71,213 円 14,173,814 100.0 0.0 0 0.0

無 1,427,754 11 340,511 円 平成23年度大規模事業（単位：百万円） 25,363,735 100.0

1,514,226 千円 現年課税分 滞納繰越分

4,601,361 千円 ％ ％

933,399 千円 99.1 47.8

2,762 千円  (99.1)  (47.8)

415,649 千円 99.0 49.4

99.2 45.0

92.9 41.7国民健康保険税（料） 81.8

 (97.6)

介護給付費納付金 矢川駅跨線橋改修事業負担金：58百万円 市 民 税 97.1

緊急雇用創出事業：96百万円 純固定資産税 97.9

合 計

保険給付費 中学校エアコン設置工事：234百万円 ％

後期高齢者支援金等 中央図書館空調設備改修工事：155百万円 市 税 合 計
（徴収猶予分除く）

97.6

前期高齢者納付金等
法
人

税
割

保険税（料） 個
　
人

均
等
割

36,202

都市計画道路3・4・10号線用地買収費：258百万円

徴

収

率

区 分

666

新南区公会堂内装等工事負担金：79百万円

議員共済会給付費負担金：125百万円

前 年 度繰 上充 用金 0

下 水 道 事 業 42,403 被保険者１人当たり費用 納 税 義 務 者 数 合 計 17,173,271

後 期 高 齢 者 医 療 45,851 被保険者１人当たり保険税調定額 合 計 12,541,641 47,724

1,905,007

介護保険（介護サービス事業勘定) 0 １世帯当たり保険税調定額 旧 法 に よ る 税 諸 支 出 金 0

介護保険（保険事業勘定) 8,701 退職者医療制度加入率　B/A×100 公 債 費

2,168,152

国民健康保険（事業勘定) 94,582 うち退職者被保険者等　Ｂ 災 害 復 旧 費 0

消 防 費 849,783

千円 被保険者数　　　　　Ａ 教 育 費

土 木 費 2,187,345

公
営
事
業
の
状
況

事 業 名
法適用
の有無

実質収支額 普通会計から
の繰入金

　　　　千円

国
保
事
業
会
計
の
状
況

加入世帯数 目 的 税

特別土地保有税 商 工 費 121,488

議員数　22人 法 定 外 普 通 税

労 働 費 136,539

合 計 126,395 320,800 鉱 産 税 農 林 水 産 業 費 36,732

衛 生 費 1,630,031

臨 時 職 員
議

会

市町村たばこ税 344,581

消 防 職 員 軽 自 動 車 税 30,959

1,999,198

教 育 公 務 員 教 育 長 固 定 資 産 税 5,128,049 民 生 費 5,756,513

議 会 費 382,483

う ち 技 能 労 務 職 6,669 392,300 副 市 長 506,079 47,724 総 務 費

一 般 職 員 126,395 320,800 市 長 市
民

税
6,531,973

１人当たり平均給料
（報酬）月額 円

区 分
基準税額×１００/７５ 超過課税分収入済額

区 分
充当一般財源等

千円 千円 千円

100.0

   特 別 職 等 （24.4.1現在） 市 町 村 税 目 的 別 歳 出

区 分
職員数
Ａ　人

４月分給料支払
総額 B 千円

1人当たり支給月額
B/Ａ 円

区 分
改 訂 実 施
年 月 日

実質公債費比率 （うち減収補填債・特例分）

将来負担比率 （うち臨時財政対策債）

合　　計 25,860,070 100.0 14,852,991


